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Randomized controlled trials (RCTs) and the meta-analysis of their results typically provide the 
highest quality available evidence that can be used in evidence-based policymaking and practice. 
In the education arena, there is a problem that little primary research involves a high quality study 
design such as RCT, and evidence is not easily produced. 
However, studies that are well designed, have conducted RCTs, and have produced robust findings 
in education have had a considerable impact. For example, the Perry Preschool Program and 
Tennessee STAR Project have influenced policies and subsequent research. 
RCTs in the social sciences, including education research, developed in the 1960s with social 
legislation concerning the War on Poverty, and meta-analysis was proposed in 1976. Although 
RCTs in the education arena were rare, RCTs and meta-analysis have currently gained importance, 
as “scientifically based research” has gained prominence since the latter half of the 1990s. 
In Japan, RCTs are almost non-existent. However a balanced research portfolio that includes more 
rigorous and robust quantitative research is needed. Clearly, a basis of statistics and longitudinal 
surveys is also required. Such research will be indispensable for improving schools and increasing 








れにくいという課題がある（岩崎 2010a p.19）。 
 しかしながら、これまでに実施されてきた教育分野の RCT の中には、優れた設計と実施によって
頑健な結論が得られ、教育政策に大きな影響を与えているものがある。そのような RCT の例として
は、幼児教育の効果に関するペリー就学前計画や、学級規模の縮小の効果に関するテネシー州の
STAR プロジェクトが挙げられる。前者は小規模であるが約 40 年間にわたって追跡調査が行われ、





 教育を含む社会科学における RCT は、1960 年代から 1970 年代前半に米国の「貧困との闘い」（War 







に基づく研究」（scientifically based research）が強調され、RCT とメタアナリシスが改めて重視され
るようになっている。 




 社会科学における RCT を含む実験デザインの最初の体系的なテキストは、社会心理学者のキャン
ベル（Donald T. Campbell, 1916-1996）とスタンレー（Julian C. Stanley, 1918-2005）による 1963 年




 同書は、自然科学における基本文献であるフィッシャー 5）による 1935 年の『実験計画法』（The 
Design of Experiments）に対応するものと言えるが（Oakley 1998 p.1240）、キャンベルとスタンレー
が、心理学者のマッコール（W. A. McCall, 1891-1982）による 1923 年の『教育における実験の方法
（How to Experiment in Education）』をモデルにしたと書いているように（pp.1-2）、教育研究におけ
る実験デザインは 1920 年代以前に遡る 6）。 
 ところで、1999 年に準備会合が開催されたキャンベル共同計画は、その 3 年前に没したキャンベ
ルの業績を記念して名付けられたものである。キャンベルは 1969 年の「実験としての改革（Reforms 
as Experiments）」7）や 1971 年の「実験する社会（The Experimenting Society）」8）において、公共政
策は実験によって改良されるという考えを提唱した。興味深いことに、キャンベルはこのコンセプ
トをデューイ（John Dewey, 1859-1952）から得ている（Oakley 2000 p.321）。 
 
⑵ 貧困との闘いと教育政策研究 









（Vinovskis 2009 p.53-54）。 
 この時期の教育政策研究としては、非実験デザインであるが、1964 年の公民権法に基づく教育機
会の均等に関する調査 10）がコールマン（J. S. Coleman）によって行われ、1966 年に発表されて教育
社会学に大きな影響を与えた。また、1965 年に教育局に国立教育統計センター（NCES）が設置さ
れ、1969 年から児童生徒の学力を全国規模で客観的に測定するための学力調査（National Assessment 
of Educational Progress: NAEP）が定期的に行われるようになるとともに、1972 年から全国的な縦断
調査として National Longitudinal Study of the High School Class of 1972: NELS-72 が始められ、その後
各種の縦断調査が行われるようになった 11）ことなどは、研究および研究基盤として重要である。
なお 1972 年には国立教育研究所（National Institute of Education :NIE）が設立されている。 
 
⑶ ペリー就学前計画 





いが、デザインは RCT であり、かつ約 40 年間もの追跡調査が行われたことにより、極めて影響力
の強いランドマーク的研究となった。調査は、3 歳から 4 歳のアフリカ系アメリカ人の恵まれない




(HighScope Educational Research Foundation) 13）が設立され、政府や助成財団などからの資金によっ
て、研究やその成果の普及などが行われている。 
 幼児教育分野の実験的研究では、ペリーの他にノースカロライナ州チャペルヒルのアベセダリア
ン（Abecedarian）（1972-）とイリノイ州シカゴの CPC (Child Parent Centers)（1985-）が著名である。
このうちアベセダリアンの研究デザインは RCT であるが、CPC は社会経済状況や人種構成が同等
のものをマッチングする準実験デザインである。なおセサミストリート研究においても RCT が用い
られた。 
 諸外国でも同様の研究が行われるようになり 14）、1999 年に開始された英国のシュアスタート
（Sure Start）などの政策に影響を与えた。特に、ペリー就学前計画において行われた 27 歳時点の
費用便益分析 (cost benefit analysis) 15）は、プログラムの費用 1 ドルあたり 7.16 ドルの公財政支出が
節減されるというもので、この分析は経済学者のヘックマン (James J. Heckman, 1944-)16）や OECD
（2006 pp.36-8）などが根拠とし、わが国でも文部科学省の「今後の幼児教育の振興方策に関する
研究会」が 2009 年の中間報告において引用している 17）。 
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⑷ 初期の重要な RCT 
























 アイルランドの教育研究センター（Educational Research Centre）のケラガン（T. Kellaghan）と、
米国のマダウス（G. F. Madaus）、エレイシャン（P. W. Airasian）によって 1973-77 年に実施され、
この分野の古典的な研究となっている。 








しないということであろう（Gipps 1994 p.37、鈴木訳 p.51）。総じて、この「標準テストの影響」は
学校にとって有害な面はなく、有益であったとの結果であったが、この研究で測定されたデータは、
教師の評定とテストのスコア、アンケートの回答に限られていたという批判もある（Alderson and 





 ⅰ）米国教育学会長グラスの講演（1976）  メタアナリシスの提唱 
 医学統計学シリーズの一冊をひもとくと、「メタアナリシスという言葉の誕生とそれにともなう方
法論の研究が盛んであったのは社会科学の世界、特に、教育学の研究においてである」と書かれて
いる（丹後 2002, p.3）。このように EBM（エビデンスに基づく医療）の関係者にはよく知られてい
ることであるが、メタアナリシスの方法が提唱されたのは、教育心理学者のグラス（Gene V. Glass, 
1940-）による 1976 年の米国教育学会（American Educational Research Association, AERA）の会長講
演であった 18）。その経緯については、サイエンスライターのハント（Morton Hunt）が一般読者向
けに興味深く深く描いており（Hunt 1997 pp.20-44）、グラス自身も説明している（Glass 2000）。 
 講演は、‘Primary, Secondary, and Meta-Analysis of Research’（Glass 1976）と題するもので、primary 
analysis が収集されたデータの分析、secondary analysis がそれらのデータの再分析であるのに対して、
meta-analysis はいくつもの分析を収集し、それらを「包括的に」分析すること、という意味で名付
けられたものである。 







スとスミスは、極西部地方教育開発研究所 20）のカーエン（Leonard S. Cahen）から「学級規模と指
導プロジェクト」（The Class Size and Instruction Project）への参加を依頼されて、この課題に取り組
むことになった。学級規模の縮小が生徒の成績等に与える効果は、教育政策研究の分野において最
も重要な課題の一つとして長い間論じられてきたものである。 
 研究報告書は 2 冊作成されている 21）。第 1 の報告書『学級規模と成績の関係についての研究のメ
タアナリシス』（Glass and Smith, 1978）は、1900 年以降の 77 の実験デザインによる研究 22）におけ
る、学級規模の大小と生徒の成績の高低の 725 の比較をメタアナリシスしたものである。得られた
結果は、学級規模が縮小するほど成績は上昇する傾向にあり、1 クラス 20 人程度以下になると顕著
に上昇するというもので、グラス・スミス曲線として知られる。第 2 の報告書『学級規模の学級プ
ロセスに対する関係、教師の満足度と生徒への影響：メタアナリシス』（Smith and Glass, 1979）は、












 これを実現したのがテネシー州の STAR（Student/Teacher Achievement Ratio）プロジェクトであ
り、同州は 1985-89 年の 4 年間に 1,200 万ドルを投入して実施した。この実験は、最も重要な教育
調査であると言われている (Mosteller 1995 p.113)23）。 
 この調査は、約 6,400 人の幼稚園児と 300 人の教員を、13-17 人の少人数クラス、22-25 人の普通
クラス、普通クラスに補助教員を加えたクラス、の３つのグループにランダムに割り付け、クラス




 プロジェクト終了後、州教育省の資金で、1989-90 年度から 1994-95 年度まで追跡調査（Lasting 
Benefits Study）が行われた。その結果は、少人数学級の効果は 4 学年以上で通常学級となっても長
期的に持続するというものであった。なお、その後の調査分析は研究財団 (Health and Education 
Research Operative Services: HEROS)24）によって行われてきた。 
 
 ⅱ）調査を実現可能にした要因 























 ⅲ）STAR プロジェクトが政策に与えた影響 
 研究結果の政策への影響として、テネシー州では、1989-90 年度から 17 の小規模地方学区の K-3
の学級規模を縮小する Project Challenge が実施され、その効果も調査され確認されている。さらに
1992 年には、Education Improvement Act が成立し、学級規模が縮小された 25）。 
 テネシー州の STAR プロジェクトは他州にも大きな影響を及ぼし、半数以上の州で何らかの学級
規模の縮小が行われた。ウィスコンシン州では 1996-7 年度から 5 年間の Student Achievement 
Guarantee in Education (SAGE) プログラムを開始した。プログラムは他の改革案を含むが、学級編
制については、恵まれない地域の学校の低学年に 15 人学級を増やそうとするものである。これは社
会経済状況や人種構成などが同等な学校を比較する準実験デザインで、15 人学級に教師１人のほか、
30 人学級に教師 2 人など 6 つのバリエーションが試みられた 26）。結果が公表された後、プログラム
は条件に合致する学区すべてに拡大されている（Biddle and Berliner 2008 p.91）。これに対し、1996
に開始されたカリフォルニア州の学級規模縮小（Class Size Reduction: CSR）は議論を招いた。学力




 連邦レベルでは、クリントン大統領が 1998 年の一般教書演説 27）において、今後 7 年間で 10 万
人の教員を増員し、小学校 3 学年までの学級規模を 18 人に縮小するという学級規模縮小計画（Class 
Size Reduction Program）を提案した。連邦教育省は学級規模縮小の効果に関する研究や州の取組を
レビューした『学級規模縮小：何がわかっているか』（U.S. Department of Education 1998）を発表し
た。学級規模縮小のための連邦政府の補助金は 1998 会計年度から措置されたが、ブッシュ政権成立
















学級規模の 24 人から 15 人への縮小の効果は極めて大きいわけではないが、持続的な効果を持つと
言えると結論付けている（Hedges, 2000）。 




帰分断分析（regression discontinuity analysis）（Campbell and Stanley 1966 pp.61-64）は、強いエビデ





クーパー (H.M. Cooper)31）、1985 年に教育統計学者のヘッジズ（L.V. Hedges）とオルキン (Ingram 

















 クーパーは、国立科学財団（National Science Foundation: NSF）の助成を得て、米国で長く議論さ
れてきた宿題の効果についてメタアナリシスを実施した。これは政策立案者や実践者だけでなく、
保護者にも直接の影響を与えた。宿題をテーマとする約 250 の論文のうち、実証的な約 120 の研究
を統合した結果、宿題を与えられた生徒の成績は、与えられなかった生徒よりも良好であり、長時
間を要する宿題の方がそうでない宿題よりも良好であった。また効果は学校段階があがるほど高い
（Cooper 1989）。さらにその後の研究についても分析が行われている（Cooper et al. 2006）。 
 この研究をもとにして、クーパーは 1989 年に『宿題』、1994 年に『宿題をめぐる戦い：行政官、
教師、保護者の共通の基盤（2007 年第 3 版）』）を出版している。また、連邦教育省は 1995 年に保
















援するプログラム）の評価（1994-2009）が RCT によって行われている 35）。このほかニューヨーク
市（1997-99）、オハイオ州デイトン市（1998-2000）、ワシントン DC（1998-2000）における民間財




 このような中で教育分野の重要な RCT としては、1993 年から 2008 年までの間、労働力実証研究
協会 (Manpower Demonstration Research Corporation: MDRC)36）によって実施されたキャリア・アカ




長期的に与える影響を評価したものである。8 都市の 9 校で約 1,760 人の第 8・9 学年の生徒がキャ
リア・アカデミー・コース 959 人と従来コース 805 人にランダムに分けられ、それぞれのコースに








ある。社会政策の分野で数多くの RCT の実績のある MDRC が、教育分野で初めて行った本格的な
RCT であり、教育研究にとって意義は大きい。 
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６．読みの研究から NCLB 法へ 
⑴ 読みの指導と「科学的根拠に基づく読みの研究」37） 





合、1987 年のフレームワークでホール・ランゲージの考え方を採用したが、同州の 1992 年の NAEP
の成績は全国レベルより大幅に低いことが判明し、1994 年にはさらに低下した。成績低下とホー
ル・ランゲージの関係は明確ではないが、この戦争は政治の舞台に拡大した。カリフォルニア州は
1997 年にフレームワークを改訂し、同州をはじめ 18 の州で同年までにフォニクスなどを重視する
法律が成立した。科学的根拠を持たなかったホール・ランゲージ運動が、政治の舞台で説得力を持
たなかったためと言えよう（Kim 2008 pp.99-100）。 
 
 ⅱ）「科学的根拠に基づく読みの研究」 
 連邦レベルでは、1990 年代初めから、生理心理学者ライアン（G. Reid Lyon）が国立小児健康発
達研究所 (NICHD)38）においてこの問題に取り組み、有効な介入に関する実験研究や縦断研究に対す
る助成プログラムが行われていた。 
 第 4 学年の児童の 40%が基礎レベルの読みができないという 1992 年の NAEP 調査の結果に続き、
第 12 学年の reading の成績が有意に低下したという 1994 年の結果が明らかになると、読みの指導の
問題が大きく取り上げられるようになった。クリントン大統領は、教育を最優先事項とした 1997
年の一般教書演説 39）において、すべての 8 歳児が読めるようになることなど 3 つの目標を示すと
ともに、10 項目の行動方針の 3 番目で調査結果を引用して読みの指導の重要性を強調した。翌 1998
年には、全米研究評議会 (National Research Council: NRC) 40）から報告書 41）が出され、ほとんどの
読みの障害は防げることや、読みの指導の効果を高めるための研究の重要性などが提言された。同
年には連邦議会において Reading Excellence Act が制定され、読みに関する教員研修や課外指導など
に対する助成プログラムが定められた。この法律の中に「科学的根拠に基づく」（scientifically based）
という言葉が初めて規定され、助成を受けるプログラムは「科学的根拠に基づく読みの研究」




 ⅲ）ナショナル・リーディング・パネルと Reading First 
 この間 1997 年には上院予算員会において、読みの指導においてどの実践が有効かを検討するため
に、NICHD にナショナル・リーディング・パネル（National Reading Panel: NRP）を設けることが要
請された。同パネルは８つの課題についてレビューを行い、メタアナリシス 42）や質的分析による
研究統合を行い、2000 年に報告書 43）を提出した。 
 2001 年に成立した連邦法「落ちこぼれを作らないための初等中等教育法」（No Child Left Behind 
(NCLB) Act）は、Reading First および Early Reading First などの助成プログラムを規定し、助成を受
教育研究と政策 
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ける州や学区のプログラムが SBRR に基づくことを求めている。NRP の影響力は大きく、その知見
は SBRR に該当すると考えられるため、多くの州や学区では、NRP 報告書が読みの指導において重
要としている５つの要素 44）を用いてプログラムを組むようになっている（Kim 2008 p.103 p.276 note 
64、海津 2006 p.23）。 
 さらに 2002 年には、国立リテラシー研究所 (National Institute for Literacy) 45）が NICHD の協力を
得て、NRP の対象とならなかった０歳から５歳までの子どもを対象とする National Early Literacy 
Panel を設け、NRP と同様にメタアナリシスなどによる科学的研究の統合を実施して、2008 年に報
告書を提出している（Shanahan and Lonigan 2010）。 
 また、2004 年の Individuals with Disabilities Education Acts: IDEA の改正においては Response To 
Intervention: RTI という考え方が採用され、学区は LD の判定にあたって、「子どもが科学的かつ研
究に基づいた介入に反応するかどうかを判定するプロセス」（a process that determines if the child 






“Adding It Up: Helping Children Learn Mathematics” が出された。さらに 2006 年には、ブッシュ大統
領により、算数・数学の指導と学習に関するエビデンスをまとめ，算数・数学の学力改善のための




⑵ NCLB 法と「科学的根拠に基づく研究」 
 クリントン大統領の科学技術諮問委員会の報告を受けて、NSF と教育省、NICHD は共同で 1999
年から 2005 年までの間、規模が大きい実験ないし準実験の方法論などによる科学・数学・読みに関
する教育研究を助成する、教育研究イニシアティブ（Interagency Education Research Initiative: IERI）
を実施していた（Boruch et al. 2009 pp152-3）。 
 2001 年にはブッシュ政権のもとで NCLB 法が超党派で成立した。同法は、「科学的根拠に基づく
読みの研究」の考え方を他のプログラムに広く及ぼしており、同法に基づく助成を受ける州や学区
のプログラムは、「科学的根拠に基づく研究」（scientifically based research: SBR）に基づくことが求




助成の在り方が議論され（Vinovskis 2009 pp.66-68）、2002 年には、連邦教育省の教育研究改善局を
改組して教育科学研究所（Institute of Education Sciences: IES）を設置する教育科学改革法（Education 
Sciences Reform Act of 2002）が成立した。IES は、NCER や NCES などのセンターやプログラムを有
しているが、新たに WWC 情報センター（What Works Clearinghouse: WWC）を開設するとともに、
RCT による研究への助成、若手研究者の育成などのプログラムを実施している（Vinovskis 2009 p.69）。
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RCT については、連邦教育省の助成研究のみの数字であるが、2000 年に実質的には 1 件のみであっ
たのが、2001～06 年には教育科学研究所（IES）から少なくとも 60 件以上が助成されている（Boruch 











RCT については、倫理上の問題などの課題があるが（岩崎 2010b pp.15-19）、教育分野においても
キャリア・アカデミー研究のデザインや、その後の米国における RCT の増加に見られるように、
RCT が可能な場合は少なくない。 
























３）RCT の事例については、主として Nave et al. (2000)、Greenberg and Shroder (2004)、Stufflebeam and Shinkfield (2007)に
よるほか、調査実施機関等のホームページの情報を参照した。 
４）このテキストは Gage, N. L. (ed.) (1963) “Handbook of research on teaching: a project of the American Educational Research 
Association”の第 5 章として執筆され、同章のリプリントが 1966 年に単行本として発行された。 
５）フィッシャー（R. A. Fisher, 1890-1962）は、英国の統計学者・遺伝学者。1920 年代にロザムステッド農事試験場で
RCT を開発した。 
６）Oakley (1998）によると、米国の教育心理学者ソーンダイク（Edward L. Thorndike, 1874-1949）とウッドワース（Robert 
S. Woodworth, 1869-1962）が 1901 年に対照（統制）群の必要性を見出し、英国のロンドンの視学官であったウィンチ（W. 
H. Winch, 1864-1935）による 1908 年の研究は、実験群と対照（統制）群に事前・事後のテストを行った最初の実験の
一つであった。しかし、この時期に行われた実験は、完全な RCT とは言えないようである。 
７）American Psychologist vol.24 issue 4 に発表され、著作集に収録されている（Campbell, D. T. 1988 pp.261-289）。 
８）1971 年にラッセル・セージ財団（Russell Sage Foundation）にプロポーザルとして提出されたもので、著作集に収録さ
れた（Campbell, D. T. 1988 pp.290-314）。 
９）所管は経済機会局（Office of Economic Opportunity）であったが、児童に対する包括的なプログラムであることから現
在の所管は保健社会福祉省である。 
10）所管は法律の規定により連邦教育局であった。 
11）NLS-72 は、1972 年当時の高校生を 1986 年まで追跡した調査である。次いで、1980 年当時の高校生を 1992 年まで
追跡した High School and Beyond :HS&B が行われ、この種の大規模縦断調査は 2009 年に開始された HSLS-09 まで、5 本
が行われている。このほか、幼児や初任教師などについての縦断調査も行われるようになっている。  
12）社会科学では control group は「統制群」と訳されているが、本稿では、エビデンスに基づく医療において用いられて
いる「対照群」とした。 
13）http://www.highscope.org 
14）オランダでは 2000 年に 2 つの実験的な育児施設プログラムの大規模な評価を完了し、英国ではプログラムの包括的
な調査に従事していることが報告されている（OECD2002、御園生（監訳）p.47）。 
15）費用便益分析（cost benefit analysis）は、費用効果分析（cost effectiveness analysis）のうち、効果を金銭に換算して評
価するものである。 
16）Heckman, J. (2000) ‘Policies to Foster Human Capital’, Research in Economics, vol.54 no.1, pp.3-56 など。なおヘックマン







18）もっとも、最初にメタアナリシスを行ったのはピアソン（Karl Pearson）で、1904 年のことであった（Chalmers et al. 2002 
p.14）。 
19）1977 年に発表された論文（Smith, M. L., & Glass, G. V. (1977) ‘Meta-analysis of psychotherapy outcome studies. American 
Psychologist’, 32, pp.752-760）は、精神分析や心理療法には効果がないと主張したアイゼンク（H. J. Eysenck）以来の論
争に決着をつける画期的なものであったとされる（丹野 2004 p.50）。 
20）極西部地方教育開発研究所（Far West Laboratory of Education Research and Development: FWL）は、初等中等教育法に
基づいて連邦教育局の助成を受ける研究所として、1966 年に発足した地域教育研究所（Regional Education Laboratory）
の一つ。1995 年に南西部の研究所と統合して WestEd となった。 
21）報告書に基づいて、1979 年と 1980 年に論文が発表され、1982 年に単行本『学校のクラスサイズ：研究と政策』（School 
Class Size: Research and Policy）が出版されている。 
22）コントロールされていない実験デザインは含まれているが、非実験デザインであるコールマン・スタディや IEA 国際
学力調査は含まれていない。 
23）“one of the most important educational investigations ever carried out and illustrates the kind and magnitude of research needed 
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in the field of education to strengthen schools” 
24）http://www.heros-inc.org 
25）K-3 が 20 人、4-6 学年が 25 人、7-9 学年が 30 人となった。 
26）学級規模研究では、STAR プロジェクトに次いで、このプログラムのデータセットがよく利用されている（山下 2008）。 
27）http://clinton4.nara.gov/textonly/WH/SOTU98/address.html 
28）米国の WWC 情報センターにおいては、RCT のほか、準実験デザインのうち回帰分断分析と単一被験者モデル（single 
subject design）によるものが、エビデンスとして認められている（OECD 2007 p.57 (豊（訳）2009 p.97)） 
29）慶応義塾大学経済学部の赤林英夫教授のご教示による。 
30）“Meta-Analytic Procedures for Social Research”。1991 年に改訂版が出されている。 
31）“The Integrative Research Review, A Systematic Approach”。2010 年に第 4 版“Research synthesis and meta-analysis: a 
step-by-step approach”が出されている。 
32）Hedges & Olkin (1985) “Statistical Methods for Meta-Analysis”。 
33）“The Handbook of Research Synthesis”。2009年に編集に Valentine, J. C.を加え、第 2版“The Handbook of Research Synthesis 
and Meta-Analysis”が出されている。 
34）http://www2.ed.gov/parents/academic/help/homework/index.html 




37）主として Kim 2008、Ravitch 2000（末藤ほか（訳）pp.485-494）による。 
38）国立小児保健発達研究所（National Institute of Child Health and Human Development: NICHD）は、米国保健社会福祉省




40）科学的および技術的問題について連邦政府に勧告する役割を有する米国科学アカデミー（The National Academy of 
Sciences）の傘下の組織である。 
41）“Preventing Reading Difficulties in Young Children” 
42）例えばフォニクスに関して確認された 1,373の研究のうち、基準を満たす 38の研究についてメタアナリシスが行われ、
低学年においては体系的なフォニクスが他の指導方法よりも有意に効果的であることが明らかにされている。 
43）“Report of the National Reading Panel: Teaching Children to Read” 
    http://www.nationalreadingpanel. orf/Publications/ nrp/publications.htm 
44）音素認識（phonemic awareness）、フォニックス（phonics）、流暢性（fluency）、語彙（vocabulary）、理解（comprehension）
の５つの要素である。 
45）National Literacy Act of 1991 によって 1991 年に設立された連邦教育省の研究所。 
46）次の 6 つが掲げられている。(i) employs systematic, empirical methods that draw on observation or experiment; (ii) involves 
rigorous data analyses that are adequate to test the stated hypotheses and justify the general conclusions drawn; (iii) relies on 
measurements or observational methods that provide reliable and valid data across evaluators and observers, across multiple 
measurements and observations, and across studies by the same or different investigators; (iv) is evaluated using experimental or 
quasi-experimental designs in which individuals, entities, programs, or activities are assigned to different conditions and with 
appropriate controls to evaluate the effects of the condition of interest, with a preference for random-assignment experiments, or 
other designs to the extent that those designs contain within-condition or across-condition controls; (v) ensures that experi-
mental studies are presented in sufficient detail and clarity to allow for replication or, at a minimum, offer the opportunity to build 
systematically on their findings; and (vi) has been accepted by a peer-reviewed journal or approved by a panel of independent 
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